別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：工業研究費
	事業名: 産業技術センター依頼試験費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　　　　　商工労働部　産業技術センター　電話番号：058-388-3151
　　　　　　　　　　　　　　 E-mail：c23102@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：7,671千円（前年度予算額：4,243千円）
	事業内容


	１　事業の内容


県内中小企業などにおける品質管理、新技術・新商品開発、技術課題解決、クレーム処理などに対応し、地域産業の振興を図るため、各種依頼試験及び機器開放を実施する。

なお、近年の料金改訂見送りなどにより予算額と必要経費の間に差異が発生していることから、財源充当ルールについて見直しを行う。

［依頼試験］
・一般理化学試験（定性・定量分析、水質分析、赤外吸収スペクトル測定など）
・食品試験（微生物検出、保存試験、寒天試験、酒類の比重、アミノ酸分析など）
・プラスチック試験（寸法、曲げ等の強度試験、熱変形、耐薬品性、成形加工性など）
・繊維試験（繊維本数、より数、引裂き、耐候堅ろう度、洗濯堅ろう度、染色など）
・紙・パルプ試験（紙厚、透気度、吸水度、原料蒸解、機械抄紙、繊維組成など）
［機器開放］
・EPMA、万能試験機、熱分析装置、赤外分光光度計、紫外可視分光光度計など
	２　所要経費


1 旅費           597千円　［現地機関等での分析のための旅費］
2 需要費       6,938千円

　　・消耗品費    4,736　　　［薬品・記録紙等］
　　・印刷製本費     41　　　［申請書様式等印刷費］
　　・光熱水費    1,409　　　［試験機器の電気・水道料］
　　・修繕料        752　　　［試験機器の修繕料］
　③通信運搬費      136千円 ［電話代等］
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　１ モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　○生産性や付加価値の向上のために
・各種試験、分析などにより、県内企業の新技術・新商品開発を支援する。

○県産品の販売を拡大するために

　　　　・検査・測定による高い品質の確保により県産品のブランド力を向上する。
	２　これまでの取組状況


平成22年度の依頼試験実績は8,104件（手数料収入額：21,657千円）、開放機器利用実績は3,087件（諸収入額：2,138千円）で、県内中小企業等における技術開発、新製品開発、品質管理、クレーム対応等に貢献した。
	３　これまでの取組に対する評価


　ここ数年の依頼件数はほぼ横ばいで推移している。景気が低迷していても品質管理やクレーム対策はより厳しくなっており、支援対象業種である化学（プラスチック、石灰など）、繊維、食品、紙等の企業から多数の試験依頼がある中で、これら試験と附随する技術支援と合わせて、地域企等の新技術・新商品開発や製品不良などの問題解決を支援している。
今後も県内産業の更なる発展、技術レベルの向上を目指し、迅速、丁寧、正確なサービスを心がけて引き続き依頼試験・開放試験機器利用を推進していく。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	4,243
	0
	0
	2,893
	0
	0
	1,350
	0
	0

	要求額
	7,671
	0
	0
	5,615
	0
	0
	2,056
	0
	0

	1月20日時点査定額
	7,671
	0
	0
	5,615
	0
	0
	2,056
	0
	0
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